
【参考資料】 

令和６年第２回奥州市議会定例会 

条例議案 新旧対照表 

議案第 25 号 奥州市税条例の一部を改正する条例 

議案第 26 号 奥州市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

議案第 28 号 奥州市立幼保連携型認定こども園条例及び奥州市立保育所条例の一部を改正する条例 

 奥州市立幼保連携型認定こども園条例（第１条関係） 

 奥州市立保育所条例（第２条関係） 

議案第 29 号 奥州市国民健康保険直営診療所条例の一部を改正する条例 

議案第 30 号 奥州市市営住宅管理条例の一部を改正する条例 

議案第 31 号 奥州市布設工事監督者を配置する水道の布設工事及び布設工事監督者等の資格を定める条例の一部を改

正する条例 

議案第 32 号 奥州市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例 

議案第 33 号 奥州市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

議案第 34 号 奥州市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除及び不均一課税に関する条例の一部を改正する

条例 

議案第 35 号 奥州市過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固定資産税の課税免除に関する条

例の一部を改正する条例  
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改 正 後 現   行 

（市民税の減免） （市民税の減免） 

第51条 略 第51条 略 

２ 前項の規定により市民税の減免を受けようとする者は、納期限前７日までに次に掲げる事項を記載し

た申請書に減免を受けようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。ただ

し、市長が、当該者が同項各号のいずれかに該当することが明らかであり、かつ、市民税を減免する必

要があると認める場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定によって市民税の減免を受けようとする者は、納期限前７日までに次に掲げる事項を記載

した申請書に減免を受けようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

３ 第１項の規定により市民税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合には、直ちにその旨を市長

に申告しなければならない。 

３ 第１項の規定によって市民税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合においては、直ちにその

旨を市長に申告しなければならない。 

  

（固定資産税の減免） （固定資産税の減免） 

第71条 略 第71条 略 

２ 前項の規定により固定資産税の減免を受けようとする者は、納期限前７日までに、次に掲げる事項を

記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければなら

ない。ただし、市長が、当該者が所有する固定資産が同項各号のいずれかに該当することが明らかであ

り、かつ、固定資産税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定によって固定資産税の減免を受けようとする者は、納期限前７日までに、次に掲げる事項

を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければな

らない。ただし、同項第１号又は第２号の事由によって前年度分の固定資産税の減免を受けた場合であ

って、その減免を受けようとする事由に異動がなく、かつ、申請書の提出の必要がないと市長が認める

ときは、この限りでない。 

(1)～(5) 略 (1)～(5) 略 

３ 第１項の規定により固定資産税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合には、直ちにその旨を

市長に申告しなければならない。 

３ 第１項の規定によって固定資産税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合においては、直ちに

その旨を市長に申告しなければならない。 

  

（特別土地保有税の減免） （特別土地保有税の減免） 

第139条の３ 略 第139条の３ 略 

２ 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限前７日までに、次に掲げる事

項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。ただし、市長が、当該者が所有し、又は取得する土地が同項各号のいずれかに該当すること

が明らかであり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定によって特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限前７日までに、次に掲げる

事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

３ 第１項の規定により特別土地保有税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合には、直ちにその

旨を市長に申告しなければならない。 

３ 第１項の規定によって特別土地保有税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合には、直ちにそ

の旨を市長に申告しなければならない。 

  

附 則 附 則 

（令和６年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第７条の５ 令和６年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の８第４項及び第５項に規定するところ

により控除すべき市民税に係る令和６年度分特別税額控除額を、前年の合計所得金額が1,805万円以下で

ある所得割の納税義務者（次条及び附則第７条の７において「特別税額控除対象納税義務者」という。）

 



2/12 

奥州市税条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

の第34条の３、第34条の６から第34条の９まで、附則第５条第２項、附則第７条第１項、附則第７条の

３の２第１項、前条及び附則第９条の２の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第34条の７第２項、第47条の５第１項及び前条の規定の適用に

ついては、第34条の７第２項及び前条中「附則第５条の６第２項」とあるのは「附則第５条の６第２項

及び第５条の８第６項」と、第47条の５第１項中「課した」とあるのは「附則第７条の５第１項の規定

の適用がないものとした場合に課すべき」と、「の前々年中」とあるのは「の同項の規定の適用がない

ものとした場合における前々年中」と、「、前々年中」とあるのは「、附則第７条の５第１項の規定の

適用がないものとした場合における前々年中」とする。 

  

（令和６年度分の個人の市民税の納税通知書に関する特例） 

第７条の６ 令和６年度分の個人の市民税に限り、個人の市民税の納税通知書に記載すべき各納期の納付

額については、第41条の規定にかかわらず、次に定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民税の額（前条第１項の

規定の適用がないものとした場合に算出される普通徴収に係る個人の市民税の額をいう。）、特別税

額控除前の普通徴収に係る個人の県民税の額（法附則第５条の８第１項及び第２項の規定の適用がな

いものとした場合に算出される普通徴収に係る個人の県民税の額をいう。）及び普通徴収に係る森林

環境税の額の合算額（以下この号において「特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額」と

いう。）からその者の普通徴収に係る個人の市民税の額、普通徴収に係る個人の県民税の額及び普通

徴収に係る森林環境税の額の合算額を控除した額（以下この項において「普通徴収の個人の住民税に

係る特別税額控除額」という。）がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額を４

で除して得た金額（当該金額に1,000円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が1,000円未満で

あるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。）

に３を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額から控除した残

額に相当する金額（以下この項において「第１期分金額」という。）に満たない場合には、当該納税

通知書に記載すべき各納期の納付額は、第40条第１項に規定する第１期の納期（以下この項、次項及

び次条第１項において「第１期納期」という。）においてはその者の第１期分金額からその者の普通

徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、その他のそれぞれの納期においてはそ

の者の分割金額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額がその者の第１期分

金額以上であり、かつ、その者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額に満たない場合には、

当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第１期納期においてはないものとし、第40条第１項

に規定する第２期の納期（以下この項及び次条第１項において「第２期納期」という。）においては

その者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特

別税額控除額を控除した額とし、第40条第１項に規定する第３期の納期（以下この項において「第３

期納期」という。）及び同条第１項に規定する第４期の納期（以下この項において「第４期納期」と

いう。）においてはその者の分割金額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額がその者の第１期分

金額とその者の分割金額との合計額以上であり、かつ、その者の第１期分金額とその者の分割金額に

２を乗じて得た金額との合計額に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、
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第１期納期及び第２期納期においてはないものとし、第３期納期においてはその者の第１期分金額と

その者の分割金額に２を乗じて得た金額との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別

税額控除額を控除した額とし、第４期納期においてはその者の分割金額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額がその者の第１期分

金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額との合計額以上である場合には、当該納税通知書に記

載すべき各納期の納付額は、第１期納期、第２期納期及び第３期納期においてはないものとし、第４

期納期においてはその者の普通徴収に係る個人の市民税の額、普通徴収に係る個人の県民税の額及び

普通徴収に係る森林環境税の額の合算額とする。 

２ 令和６年度分の個人の市民税（第１期納期から第47条第１項の規定により普通徴収の方法によって徴

収されることとなったものを除く。）を同項の規定により普通徴収の方法によって徴収する場合につい

ては、前項の規定は、適用しない。 

  

（令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税に関する特例） 

第７条の７ 令和６年度分の個人の市民税に限り、第47条の２第１項の規定により特別徴収の方法によっ

て徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税（第３項において「年金所得に係る特別徴収の

個人の市民税」という。）の額及び同条第２項の規定により普通徴収の方法によって徴収すべき公的年

金等に係る所得に係る個人の市民税の額については、次に定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額（附則第７条の

５第１項の規定の適用がないものとした場合に算出される第47条の２第１項に規定する前年中の公的

年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。

以下この号及び第５号において同じ。）の合算額（以下この号及び第５号において「年金所得に係る

所得割額及び均等割額の合算額」という。）をいう。以下この号及び第３項第１号において同じ。）

からその者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額を控除した額（以下この項及び第３項に

おいて「年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額」という。）がその者の特別税額控除前

の普通徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から特別税

額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額の

２分の１に相当する額をいう。以下この号において同じ。）を控除した額をいう。以下この号におい

て同じ。）を２で除して得た金額（当該金額に1,000円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が

1,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「第２

期分金額」という。）をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民税の額から控除した残

額に相当する金額（以下この項において「第１期分金額」という。）に満たない場合には、第１期納

期及び第２期納期に普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の

額（以下この項において「普通徴収対象税額」という。）並びに第47条の３に規定する特別徴収対象

年金給付の支払をする際、特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市

民税の額（以下この項及び第３項において「特別徴収対象税額」という。）は、第１期納期において

はその者の第１期分金額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した

残額に相当する税額、第２期納期においてはその者の第２期分金額に相当する税額、当該年度の初日

の属する年の10月１日から11月30日までの間においてはその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個

人の市民税の額を３で除して得た金額（当該金額に100円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額
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が100円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割

金額」という。）に２を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の

額から控除した残額に相当する金額（以下この項において「10月分金額」という。）に相当する税額、

同年12月１日から翌年の３月31日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額がその者の第１

期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分金額とその者の第２期分金額との合計額に満たない場

合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期における税額はないものとし、第２

期納期においてはその者の第１期分金額とその者の第２期分金額との合計額からその者の年金所得に

係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、当該年度の初日の属する年

の10月１日から11月30日までの間においてはその者の10月分金額に相当する税額、同年12月１日から

翌年の３月31日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額がその者の第１

期分金額とその者の第２期分金額との合計額以上であり、かつ、その者の第１期分金額、その者の第

２期分金額及びその者の10月分金額の合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対

象税額は、第１期納期及び第２期納期における税額はないものとし、当該年度の初日の属する年の10

月１日から11月30日までの間においてはその者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の

10月分金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額

に相当する税額、同年12月１日から翌年の３月31日までの間においてはその者の分割金額に相当する

税額とする。 

(4) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額がその者の第１

期分金額、その者の第２期分金額及びその者の10月分金額の合計額以上であり、かつ、その者の第１

期分金額、その者の第２期分金額、その者の10月分金額及びその者の分割金額の合計額に満たない場

合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期並びに当該年度の初

日の属する年の10月１日から11月30日までの間における税額はないものとし、同年12月１日から翌年

の１月31日までの間においてはその者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の10月分金額

及びその者の分割金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控

除した残額に相当する税額、同年２月１日から３月31日までの間においてはその者の分割金額に相当

する税額とする。 

(5) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額がその者の第１

期分金額、その者の第２期分金額、その者の10月分金額及びその者の分割金額の合計額以上である場

合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期並びに当該年度の初

日の属する年の10月１日から翌年の１月31日までの間における税額はないものとし、同年２月１日か

ら３月31日までの間においてはその者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額に相当する税

額とする。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第47条の４の規定の適用については、同条第２項中「年金所得

に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の10月１日から翌年の３月31日までの間における当該

特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあるのは、「附

則第７条の７第１項各号に規定する特別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 

３ 令和６年度分の個人の市民税に限り、年金所得に係る特別徴収の個人の市民税の額（第１項の規定の
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適用があるものを除く。）については、次に定めるところによる。 

(1) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額がその者の特別

税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額

から第47条の５第１項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額を控除した額をいう。以下この号に

おいて同じ。）を３で除して得た金額（当該金額に100円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額

が100円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割

金額」という。）に２を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の

額から控除した残額に相当する金額（以下この項において「10月分金額」という。）に満たない場合

には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の10月１日から11月30日までの間においては

その者の10月分金額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額

に相当する税額、同年12月１日から翌年の３月31日までの間においてはその者の分割金額に相当する

税額とする。 

(2) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額がその者の10月

分金額以上であり、かつ、その者の10月分金額とその者の分割金額との合計額に満たない場合には、

特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の10月１日から11月30日までの間における税額はな

いものとし、同年12月１日から翌年の１月31日までの間においてはその者の10月分金額とその者の分

割金額との合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に

相当する税額、同年２月１日から３月31日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とす

る。 

(3) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額がその者の10月

分金額とその者の分割金額との合計額以上である場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の

属する年の10月１日から翌年の１月31日までの間における税額はないものとし、同年２月１日から３

月31日までの間においてはその者の第47条の５第２項の規定により読み替えられた第47条の２第１項

に規定する年金所得に係る特別徴収税額に相当する税額とする。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第47条の４の規定の適用については、同条第２項中「年金所得

に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の10月１日から翌年の３月31日までの間における当該

特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額」とあるのは、「附

則第７条の７第３項各号に規定する特別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 

５ 令和６年度分の個人の市民税につき第47条の６第１項の規定の適用がある場合については、前各項の

規定は、適用しない。 

  

（令和７年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第７条の８ 令和７年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の12第３項及び第４項に規定するところ

により控除すべき市民税に係る令和７年度分特別税額控除額を、同条第３項に規定する特別税額控除対

象納税義務者の第34条の３、第34条の６から第34条の９まで、附則第５条第２項、附則第７条第１項、

附則第７条の３の２第１項、附則第７条の４及び附則第９条の２の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除する。 
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（肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） （肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） 

第８条 略 第８条 略 

２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、法附則第６条第５項に規定する場合において、第36

条の２第１項の規定による申告書に肉用牛の売却に係る租税特別措置法第25条第２項第２号に規定する

事業所得の明細に関する事項の記載があるときは、その者の前年の総所得金額に係る市民税の所得割の

額は、第33条から第34条の３まで、第34条の６から第34条の８まで、附則第７条第１項、附則第７条の

３第１項、附則第７条の３の２第１項及び附則第７条の４の規定にかかわらず、法附則第６条第５項各

号に掲げる金額の合計額とすることができる。 

２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、法附則第６条第５項に規定する場合において、第36

条の２第１項の規定による申告書に肉用牛の売却に係る租税特別措置法第25条第２項第２号に規定する

事業所得の明細に関する事項の記載があるときは、その者の前年の総所得金額に係る市民税の所得割の

額は、第33条から第34条の３まで、第34条の６から第34条の８まで、附則第７条第１項、附則第７条の

３第１項、附則第７条の３の２第１項及び前条の規定にかかわらず、法附則第６条第５項各号に掲げる

金額の合計額とすることができる。 

３ 前項の規定の適用がある場合における第34条の９第１項、附則第７条の５第１項及び前条の規定の適

用については、第34条の９第１項中「前３条」とあるのは「前３条並びに附則第８条第２項」と、附則

第７条の５第１項中「前条及び」とあるのは「前条、附則第８条第２項及び」と、前条中「附則第７条

の４及び」とあるのは「附則第７条の４、次条第２項及び」とする。 

３ 前項の規定の適用がある場合における第34条の９第１項の規定の適用については、同項中「前３条」

とあるのは、「前３条並びに附則第８条第２項」とする。 

  

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第10条の２ 略 第10条の２ 略 

２～６ 略 ２～６ 略 

７ 法附則第15条第25項第２号に規定する設備について同号に規定する市町村の条例で定める割合は、７

分の６とする。 

 

８ 法附則第15条第25項第３号イに規定する設備について同号に規定する市町村の条例で定める割合は、

12分の７とする。 

７ 法附則第15条第25項第２号イに規定する設備について同号に規定する市町村の条例で定める割合は、

12分の７とする。 

９ 法附則第15条第25項第３号ロに規定する設備について同号に規定する市町村の条例で定める割合は、

12分の７とする。 

８ 法附則第15条第25項第２号ロに規定する設備について同号に規定する市町村の条例で定める割合は、

12分の７とする。 

10 法附則第15条第25項第３号ハに規定する設備について同号に規定する市町村の条例で定める割合は、

12分の７とする。 

９ 法附則第15条第25項第２号ハに規定する設備について同号に規定する市町村の条例で定める割合は、

12分の７とする。 

11 法附則第15条第25項第４号イに規定する設備について同号に規定する市町村の条例で定める割合は、

２分の１とする。 

10 法附則第15条第25項第３号イに規定する設備について同号に規定する市町村の条例で定める割合は、

２分の１とする。 

12 法附則第15条第25項第４号ロに規定する設備について同号に規定する市町村の条例で定める割合は、

２分の１とする。 

11 法附則第15条第25項第３号ロに規定する設備について同号に規定する市町村の条例で定める割合は、

２分の１とする。 

13 法附則第15条第25項第４号ハに規定する設備について同号に規定する市町村の条例で定める割合は、

２分の１とする。 

12 法附則第15条第25項第３号ハに規定する設備について同号に規定する市町村の条例で定める割合は、

２分の１とする。 

14 略 13 略 

 14 法附則第15条第32項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

15 法附則第15条第37項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 15 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

16 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。  

17・18 略 16・17 略 
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（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がすべき申告） （新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

第10条の３ 略 第10条の３ 略 

２ 略 ２ 略 

３ 市長は、法附則第15条の７第１項又は第２項の認定長期優良住宅のうち区分所有に係る住宅について

は、前項の申告書の提出がなかった場合においても、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20

年法律第87号）第５条第４項に規定する管理者等から、法附則第15条の７第３項に規定する期間内に施

行規則附則第７条第４項に規定する書類の提出がされ、かつ、当該区分所有に係る住宅が法附則第15条

の７第１項又は第２項に規定する要件に該当すると認められるときは、前項の規定にかかわらず、同条

第１項又は第２項の規定を適用することができる。 

 

４～８ 略 ３～７ 略 

９ 法附則第15条の９第４項の高齢者等居住改修住宅又は同条第５項の高齢者等居住改修専有部分につい

て、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第４項に規定する居住安全改修工事が完了した日

から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第９号各号に掲げる書類を添

付して市長に提出しなければならない。 

８ 法附則第15条の９第４項の高齢者等居住改修住宅又は同条第５項の高齢者等居住改修専有部分につい

て、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第４項に規定する居住安全改修工事が完了した日

から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第８項各号に掲げる書類を添

付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(7) 略 (1)～(7) 略 

10 法附則第15条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は同条第10項の熱損失防止改修等専有部分につい

て、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第９項に規定する熱損失防止改修工事等が完了し

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第10項各号に掲げる書類

を添付して市長に提出しなければならない。 

９ 法附則第15条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は同条第10項の熱損失防止改修等専有部分につい

て、これらの規定の適用を受けようとする者は、同条第９項に規定する熱損失防止改修工事等が完了し

た日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書類

を添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(6) 略 (1)～(6) 略 

11 法附則第15条の９の２第１項に規定する特定耐震基準適合住宅について、同項の規定の適用を受けよ

うとする者は、当該特定耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げる事

項を記載した申告書に施行規則附則第７条第11項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

10 法附則第15条の９の２第１項に規定する特定耐震基準適合住宅について、同項の規定の適用を受けよ

うとする者は、当該特定耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げる事

項を記載した申告書に施行規則附則第７条第10項各号に規定する書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

(1)～(6) 略 (1)～(6) 略 

12 法附則第15条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修等住宅又は同条第５項に規定する特定熱

損失防止改修等住宅専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、法附則第15条の９

第９項に規定する熱損失防止改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告

書に施行規則附則第７条第12項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

11 法附則第15条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修等住宅又は同条第５項に規定する特定熱

損失防止改修等住宅専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、法附則第15条の９

第９項に規定する熱損失防止改修工事等が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告

書に施行規則附則第７条第11項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(6) 略 (1)～(6) 略 

13 法附則第15条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所有に係る家屋について、同項の

規定の適用を受けようとする者は、当該特定マンションに係る同項に規定する工事が完了した日から３

月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第17項各号に掲げる書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

12 法附則第15条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所有に係る家屋について、同項の

規定の適用を受けようとする者は、当該特定マンションに係る同項に規定する工事が完了した日から３

月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第16項各号に掲げる書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

(1)～(5) 略 (1)～(5) 略 

14 法附則第15条の10第１項の耐震基準適合家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当 13 法附則第15条の10第１項の耐震基準適合家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当
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該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条第18項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改修の促進に

関する法律（平成７年法律第123号）第７条又は附則第３条第１項の規定による報告の写し及び当該耐震

改修後の家屋が令附則第12条第19項に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条第17項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐震改修の促進に

関する法律（平成７年法律第123号）第７条又は附則第３条第１項の規定による報告の写し及び当該耐震

改修後の家屋が令附則第12条第19項に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 施行規則附則第７条第18項に規定する補助の算定の基礎となった当該耐震基準適合家屋に係る耐震

改修に要した費用 

(5) 施行規則附則第７条第17項に規定する補助の算定の基礎となった当該耐震基準適合家屋に係る耐震

改修に要した費用 

(6) 略 (6) 略 

  

（土地に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産税の特例に関する用語の意

義） 

（土地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産税の特例に関する用語の意

義） 

第11条 略 第11条 略 

  

（令和７年度又は令和８年度における土地の価格の特例） （令和４年度又は令和５年度における土地の価格の特例） 

第11条の２ 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利用価値を有すると認められる地域にお

いて地価が下落し、かつ、市長が土地の修正前の価格（法附則第17条の２第１項に規定する修正前の価

格をいう。）を当該年度分の固定資産税の課税標準とすることが固定資産税の課税上著しく均衡を失す

ると認める場合における当該土地に対して課する固定資産税の課税標準は、第61条の規定にかかわらず、

令和７年度分又は令和８年度分の固定資産税に限り、当該土地の修正価格（法附則第17条の２第１項に

規定する修正価格をいう。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

第11条の２ 市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利用価値を有すると認められる地域にお

いて地価が下落し、かつ、市長が土地の修正前の価格（法附則第17条の２第１項に規定する修正前の価

格をいう。）を当該年度分の固定資産税の課税標準とすることが固定資産税の課税上著しく均衡を失す

ると認める場合における当該土地に対して課する固定資産税の課税標準は、第61条の規定にかかわらず、

令和４年度分又は令和５年度分の固定資産税に限り、当該土地の修正価格（法附則第17条の２第１項に

規定する修正価格をいう。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第17条の２第２項に規定する令和７年度適用土地又は令和７年度類似適用土地であって、令和

８年度分の固定資産税について前項の規定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年度分の

固定資産税の課税標準は、第61条の規定にかかわらず、修正された価格（法附則第17条の２第２項に規

定する修正された価格をいう。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

２ 法附則第17条の２第２項に規定する令和４年度適用土地又は令和４年度類似適用土地であって、令和

５年度分の固定資産税について前項の規定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年度分の

固定資産税の課税標準は、第61条の規定にかかわらず、修正された価格（法附則第17条の２第２項に規

定する修正された価格をいう。）で土地課税台帳等に登録されたものとする。 

  

（宅地等に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産税の特例） （宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産税の特例） 

第12条 宅地等に係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産税の額は、当該宅地等に係る

当該年度分の固定資産税が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税

標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が当該年

度分の固定資産税について法第349条の３の２の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価格に同

条に定める率を乗じて得た額。以下この条において同じ。）に100分の５を乗じて得た額を加算した額（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３又は附則第15条から第15条の３までの規定

の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「宅地

等調整固定資産税額」という。）を超える場合には、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

第12条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産税の額は、当該宅地等に係る

当該年度分の固定資産税が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税

標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が当該年

度分の固定資産税について法第349条の３の２の規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該価格に同

条に定める率を乗じて得た額。以下この条において同じ。）に100分の５（商業地等に係る令和４年度分

の固定資産税にあっては、100分の2.5）を乗じて得た額を加算した額（令和３年度分の固定資産税にあ

っては、前年度分の固定資産税の課税標準額）（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349

条の３又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこれら

の規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）を超える場合には、
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当該宅地等調整固定資産税額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の宅地等調整固

定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標

準となるべき価格に10分の６を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349

条の３又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれ

らの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき額とした場合における固定資産税額を超える場合には、同項の規定にかかわらず、当該固定資産税

額とする。 

２ 前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和４年度分及び令和５年度分の宅地等調整固定資産税額

は、当該宅地等調整固定資産税額が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべ

き価格に10分の６を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３又は

附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に

定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額を超える場合には、同項の規定にかかわらず、当該固定資産税額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の宅地等調整固

定資産税額は、当該宅地等調整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準

となるべき価格に10分の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の

３又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規

定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額と

した場合における固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、当該固定資産税額とす

る。 

３ 第１項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和４年度分及び令和５年度分の宅地等調整固定資産税額

は、当該宅地等調整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

価格に10分の２を乗じて得た額（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３又は附則

第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわらず、当該固定資産税額とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7以下のものに係る令和６年度から令

和８年度までの各年度分の固定資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分

の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の３又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、前

年度分の固定資産税の課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「商業地等据置

固定資産税額」という。）とする。 

４ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.7以下のものに係る令和３年度から令

和５年度までの各年度分の固定資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該年度分

の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税につ

いて法第349条の３又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるときは、前

年度分の固定資産税の課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当

該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「商業地等据置

固定資産税額」という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超えるものに係る令和６年度から令和８

年度までの各年度分の固定資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき価格に10分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定

資産税について法第349条の３又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等であ

るときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「商業地等調整固定資産税額」

という。）とする。 

５ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超えるものに係る令和３年度から令和５

年度までの各年度分の固定資産税の額は、第１項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年度分

の固定資産税の課税標準となるべき価格に10分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定

資産税について法第349条の３又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等であ

るときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該商業地等に係る当該年度分の固定

資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定資産税額（以下「商業地等調整固定資産税額」

という。）とする。 

  

（農地に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産税の特例） （農地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産税の特例） 

第13条 農地に係る令和６年度から令和８年度までの各年度分の固定資産税の額は、当該農地に係る当該

年度分の固定資産税額が、当該農地に係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税

標準額（当該農地が当該年度分の固定資産税について法第349条の３又は附則第15条から第15条の３まで

の規定の適用を受ける農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

に、当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右欄に掲げる負担調整

率を乗じて得た額を当該農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額（以下「農地調整固定資産税額」という。）を超える場合には、当該農地調整固定資産

第13条 農地に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資産税の額は、当該農地に係る当該

年度分の固定資産税額が、当該農地に係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税

標準額（当該農地が当該年度分の固定資産税について法第349条の３又は附則第15条から第15条の３まで

の規定の適用を受ける農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額。

以下この条において同じ。）に、当該農地の当該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、

同表の右欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額（令和３年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固

定資産税の課税標準額）を当該農地に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合
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税額とする。 における固定資産税額（以下「農地調整固定資産税額」という。）を超える場合には、当該農地調整固

定資産税額とする。 

 表 略  表 略 

  

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第15条 附則第12条第１項から第５項までの規定の適用がある宅地等（附則第11条第２号に掲げる宅地等

をいうものとし、法第349条の３、第349条の３の２又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用が

ある宅地等を除く。）に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の特別土地保有税につ

いては、第137条第１号及び第140条の５中「当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格」とあ

るのは、「当該年度分の固定資産税に係る附則第12条第１項から第５項までに規定する課税標準となる

べき額」とする。 

第15条 附則第12条第１項から第５項までの規定の適用がある宅地等（附則第11条第２号に掲げる宅地等

をいうものとし、法第349条の３、第349条の３の２又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用が

ある宅地等を除く。）に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の特別土地保有税につ

いては、第137条第１号及び第140条の５中「当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格」とあ

るのは、「当該年度分の固定資産税に係る附則第12条第１項から第５項までに規定する課税標準となる

べき額」とする。 

２ 法附則第11条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成18年１月１日から令和９年３月31

日までの間にされたものに対して課する特別土地保有税については、第137条第２号中「不動産取得税の

課税標準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべき価格（法附則第11条の５第

１項の規定の適用がないものとした場合における課税標準となるべき価格をいう。）に２分の１を乗じ

て得た額」とし、「令第54条の38第１項に規定する価格」とあるのは「令第54条の38第１項に規定する

価格（法附則第11条の５第１項の規定の適用がないものとした場合における価格をいう。）に２分の１

を乗じて得た額」とする。 

２ 法附則第11条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成18年１月１日から令和６年３月31

日までの間にされたものに対して課する特別土地保有税については、第137条第２号中「不動産取得税の

課税標準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべき価格（法附則第11条の５第

１項の規定の適用がないものとした場合における課税標準となるべき価格をいう。）に２分の１を乗じ

て得た額」とし、「令第54条の38第１項に規定する価格」とあるのは「令第54条の38第１項に規定する

価格（法附則第11条の５第１項の規定の適用がないものとした場合における価格をいう。）に２分の１

を乗じて得た額」とする。 

３～５ 略 ３～５ 略 

  

（上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例） （上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例） 

第16条の３ 略 第16条の３ 略 

２ 略 ２ 略 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 ３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項及び附則第７

条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第16条の３第１項の規定による市民税

の所得割の額」とする。 

 

  

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例） （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例） 

第16条の４ 略 第16条の４ 略 

２ 略 ２ 略 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 ３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項及び附則第７  
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奥州市税条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第16条の４第１項の規定による市民税

の所得割の額」とする。 

４ 略 ４ 略 

  

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） （長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第17条 略 第17条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 ３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項及び附則第７

条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第17条第１項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

 

  

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） （短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第18条 略 第18条 略 

２～４ 略 ２～４ 略 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 ５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項及び附則第７

条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第18条第１項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

 

  

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） （一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第19条 略 第19条 略 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 ２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項及び附則第７

条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第19条第１項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

 

  

（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例） （先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第20条 略 第20条 略 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 ２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 
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奥州市税条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項及び附則第７

条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第20条第１項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

 

  

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） （特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第20条の２ 略 第20条の２ 略 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 ２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項及び附則第７

条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第20条の２第１項の規定による市民税

の所得割の額」とする。 

 

３・４ 略 ３・４ 略 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 ５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項及び附則第７

条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第20条の２第３項後段の規定による市

民税の所得割の額」とする。 

 

  

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） （条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第20条の３ 略 第20条の３ 略 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 ２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項及び附則第７

条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第20条の３第１項の規定による市民税

の所得割の額」とする。 

 

３・４ 略 ３・４ 略 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 ５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則第７条の５第１項及び附則第７

条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに附則第20条の３第３項後段の規定による市

民税の所得割の額」とする。 

 

６ 略 ６ 略 
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奥州市国民健康保険税条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（課税額） （課税額） 

第２条 略 第２条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯

に属する被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とす

る。ただし、当該合算額が24万円を超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、24万円とす

る。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯

に属する被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とす

る。ただし、当該合算額が22万円を超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、22万円とす

る。 

４ 略 ４ 略 

  

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国民健康保険税の額

は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が

65万円を超える場合には、65万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げ

る額を減額して得た額（当該減額して得た額が24万円を超える場合には、24万円）並びに同条第４項本

文の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17万円を超え

る場合には、17万円）の合算額とする。 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国民健康保険税の額

は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が

65万円を超える場合には、65万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げ

る額を減額して得た額（当該減額して得た額が22万円を超える場合には、22万円）並びに同条第４項本

文の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17万円を超え

る場合には、17万円）の合算額とする。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、43万円（納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以

上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を

加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき29万5,000円を加算した金額を超えない

世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

(2) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、43万円（納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以

上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を

加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき29万円を加算した金額を超えない世帯

に係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

ア～カ 略 ア～カ 略 

(3) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、43万円（納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以

上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を

加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき54万5,000円を加算した金額を超えない

世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

(3) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、43万円（納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以

上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を

加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき53万5,000円を加算した金額を超えない

世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

ア～カ 略 ア～カ 略 

２・３ 略 ２・３ 略 
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奥州市立幼保連携型認定こども園条例新旧対照表（第１条関係） 

改 正 後 現   行 

（名称、定員及び位置） （名称、定員及び位置） 

第２条 認定こども園の名称、定員及び位置は、次のとおりとする。 第２条 認定こども園の名称、定員及び位置は、次のとおりとする。 

名称 定員 位置 

奥州市立幼保連携型認定こども園江刺ひがしこど

も園 

50人 奥州市江刺玉里字大松沢85番地４ 

奥州市立幼保連携型認定こども園稲瀬わかば園 130人 奥州市江刺稲瀬字大文字160番地 

略 略 略 
 

名称 定員 位置 

 

 

奥州市立幼保連携型認定こども園稲瀬わかば園 

 

 

130人 

 

 

奥州市江刺稲瀬字大文字160番地 

略 略 略 
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奥州市立保育所条例新旧対照表（第２条関係） 

改 正 後 現   行 

（名称、定員及び位置） （名称、定員及び位置） 

第２条 保育所の名称、定員及び位置は、次のとおりとする。 第２条 保育所の名称、定員及び位置は、次のとおりとする。 

名称 定員 位置 

略 略 略 
奥州市立田原保育所 65人 奥州市江刺田原字大日前105番地 

略 略 略 
 

名称 定員 位置 

略 略 略 
奥州市立田原保育所 65人 奥州市江刺田原字大日前105番地 

奥州市立玉里保育所 60人 奥州市江刺玉里字大松沢87番地 

略 略 略 
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奥州市国民健康保険直営診療所条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

附 則 附 則 

１・２ 略 １・２ 略 

  

 （新型コロナウイルス感染症に関する臨時の診療所の設置） 

３ 第２条に規定するもののほか、市長は、新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス

属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力

を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症をいう。）の感染が疑われる者の外来診

療及び検査を行うため、臨時的かつ暫定的な措置として、奥州市国民健康保険臨時診療所を設置する。 

  

 ４ 前項の診療所は、令和２年５月26日から市長が別に定める日までの間設置することとし、診療所の位

置、診療時間その他診療に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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奥州市市営住宅管理条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（入居者の資格） （入居者の資格） 

第６条 公営住宅に入居することができる者は、次に掲げる条件（老人、身体障がい者その他の特に居住

の安定を図る必要がある者として規則で定める者（第49条において「老人等」という。）にあっては第

２号から第５号までに、被災市街地復興特別措置法（平成７年法律第14号）第21条に規定する被害者等、

東日本大震災復興特別区域法（平成23年法律第122号）第20条に規定する被災者等及び福島復興再生特別

措置法（平成24年法律第25号）第39条に規定する居住制限者にあっては第３号及び第５号に掲げる条件）

を具備する者でなければならない。 

第６条 公営住宅に入居することができる者は、次に掲げる条件（老人、身体障がい者その他の特に居住

の安定を図る必要がある者として規則で定める者（第49条において「老人等」という。）にあっては第

２号から第５号までに、被災市街地復興特別措置法（平成７年法律第14号）第21条に規定する被害者等、

東日本大震災復興特別区域法（平成23年法律第122号）第20条に規定する被災者等及び福島復興再生特別

措置法（平成24年法律第25号）第39条に規定する居住制限者にあっては第３号及び第５号に掲げる条件）

を具備する者でなければならない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 入居しようとする者の収入がアからカまでに掲げる場合に応じ、それぞれアからカまでに掲げる金

額を超えないこと。 

(2) 入居しようとする者の収入がアからオまでに掲げる場合に応じ、それぞれアからオまでに掲げる金

額を超えないこと。 

ア  入居者及び同居者のいずれもが60歳以上の者である場合 214,000円 ア  入居者が60歳以上の者であり、かつ、同居者のいずれもが60歳以上又は18歳未満の者である場合

 214,000円 

イ 略 イ 略 

ウ  同居者に18歳未満の者がある場合 259,000円 ウ  同居者に小学校就学の始期に達するまでの者がある場合 214,000円 

エ  略 エ  略 

オ  入居者及び配偶者（戸籍上の配偶者又は婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者その他婚姻の予約者をいう。以下同じ。）のみの世帯であり、そのいずれもが39歳以下の者で

ある場合 259,000円 

 

カ  アからオまでに掲げる場合以外の場合 158,000円 オ  アからエまでに掲げる場合以外の場合 158,000円 

(3)～(5) 略 (3)～(5) 略 

  

（入居者の選考） （入居者の選考） 

第９条 略 第９条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 市長は、第１項に規定する者のうち、18歳未満の者を扶養している配偶者のいない者、引揚者、炭鉱

離職者、規則で定める要件を備える高齢者、心身障がい者（現に同居し、又は同居しようとする親族が

心身障がい者である者を含む。）、配偶者からの暴力の被害者又は犯罪被害者等基本法（平成16年法律

第161号）第２条第２項に規定する犯罪被害者等で速やかに市営住宅に入居することを要するものについ

ては、前項の規定にかかわらず、市長が割当てをした公営住宅に優先的に選考して入居させることがで

きる。 

３ 市長は、第１項に規定する者のうち、20歳未満の子を扶養している寡婦若しくは寡夫、引揚者、炭鉱

離職者、規則で定める要件を備える高齢者、心身障がい者（現に同居し、又は同居しようとする親族が

心身障がい者である者を含む。）、配偶者からの暴力の被害者又は平成23年３月11日において東京電力

原子力事故により被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支援等

に関する施策の推進に関する法律（平成24年法律第48号）第８条第１項に規定する支援対象地域に居住

していた者で速やかに市営住宅に入居することを要するものについては、前項の規定にかかわらず、市

長が割当てをした公営住宅に優先的に選考して入居させることができる。 

  

（住宅入居の手続） （住宅入居の手続） 

第12条 入居決定者は、決定のあった日から起算して10日以内に次に掲げる手続をしなければならない。 第12条 入居決定者は、決定のあった日から起算して10日以内に次に掲げる手続をしなければならない。 

(1) 入居者と連帯保証人が家賃その他の債務を連帯して負担し、又は入居者と契約した者が家賃その他の

債務を保証することを証する書類を提出すること。 

(1) 連帯保証人の連署する請書その他市長が必要と認める書類を提出すること。 
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奥州市市営住宅管理条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

(2) 略 (2) 略 

２ 略 ２ 略 

３ 市長は、特別の事情があると認める者に対して、第１項第１号の規定による書類の提出を必要としない

こととすることができる。 

３ 市長は、特別の事情があると認める者に対して、第１項第１号の規定による請書に連帯保証人の連署を

必要としないこととすることができる。 

４～６ 略 ４～６ 略 

  

（市営住宅監理員） （市営住宅監理員及び市営住宅管理人） 

第62条 市営住宅監理員は、市の職員のうちから市長が任命する。 第62条 市営住宅監理員は、３人以内をもって市の職員のうちから市長が任命する。 

２ 略 ２ 略 

 ３ 市長は、市営住宅監理員の職務を補助させるため、市営住宅管理人を置くことができる。 

 ４ 市営住宅管理人は、市営住宅監理員の指揮を受けて、修繕すべき箇所の報告等、入居者との連絡の事

務を行う。 

 ５ 前各項に規定するもののほか、住宅管理人に関し必要な事項は、規則で定める。 

 



1/1 

奥州市布設工事監督者を配置する水道の布設工事及び布設工事監督者等の資格を定める条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（水道技術管理者の資格） （水道技術管理者の資格） 

第４条 法第19条第３項に規定する条例で定める資格は、次のとおりとする。 第４条 法第19条第３項に規定する条例で定める資格は、次のとおりとする。 

(1)～(5) 略 (1)～(5) 略 

(6) 国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講習の課程を修了した者 (6) 厚生労働大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講習の課程を修了した者 

２ 略 ２ 略 
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奥州市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（掲示等） （掲示） 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤

務の体制、利用者負担その他の利用申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要事項

を掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信されることを

目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを

除く。）により公衆の閲覧に供しなければならない。 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤

務の体制、利用者負担その他の利用申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要事項

を掲示しなければならない。 

  

（電磁的記録等） （電磁的記録等） 

第62条 略 第62条 略 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提出については、当該書面等が電

磁的記録により作成されている場合には、当該書面等の交付又は提出に代えて、第４項で定めるところ

により、教育・保育給付認定保護者又は施設等利用給付認定保護者（以下この条において「教育・保育

給付認定保護者等」という。）の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下この条において「記

載事項」という。）を電子情報処理組織（特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と、教育・保

育給付認定保護者等の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以

下この条において同じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げる

もの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合において、

当該特定教育・保育施設等は、当該書面等を交付又は提出したものとみなす。 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提出については、当該書面等が電

磁的記録により作成されている場合には、当該書面等の交付又は提出に代えて、第４項で定めるところ

により、教育・保育給付認定保護者又は施設等利用給付認定保護者（以下この条において「教育・保育

給付認定保護者等」という。）の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下この条において「記

載事項」という。）を電子情報処理組織（特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と、教育・保

育給付認定保護者等の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以

下この条において同じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げる

もの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合において、

当該特定教育・保育施設等は、当該書面等を交付又は提出したものとみなす。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）をもって調製するファイルに記載事項を記

録したものを交付する方法 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録して

おくことができる物をもって調製するファイルに記載事項を記録したものを交付する方法 

３～６ 略 ３～６ 略 
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奥州市病院事業の設置等に関する条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第34条において読み替えて準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２の８第８項

の規定により病院事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならな

い場合は、当該賠償責任に係る賠償額が100万円以上である場合とする。 

第６条 法第34条において読み替えて準用する地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２の２第８項

の規定により病院事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならな

い場合は、当該賠償責任に係る賠償額が100万円以上である場合とする。 
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奥州市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除及び不均一課税に関する条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地域再生法（平成17年法律第24号。以下「法」という。）第７条第１項に規定する

認定地域再生計画に記載されている法第５条第４項第５号イに規定する地方活力向上地域（以下「地方

活力向上地域」という。）内において、法第17条の２第４項に規定する認定地方活力向上地域等特定業

務施設整備計画（以下「認定地方活力向上地域等特定業務施設整備計画」という。）に従って同号に規

定する特定業務施設（以下「特定業務施設」という。）及び同号に規定する特定業務児童福祉施設（以

下「特定業務児童福祉施設」という。）のうち当該特定業務施設の新設に併せて整備されるものの用に

供する減価償却資産を新設し、又は増設した同項に規定する認定事業者（以下「認定事業者」という。）

に対する固定資産税の課税免除及び不均一課税に関し必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、地域再生法（平成17年法律第24号。以下「法」という。）第７条第１項に規定する

認定地域再生計画に記載されている法第５条第４項第５号イに規定する地方活力向上地域（以下「地方

活力向上地域」という。）内において、法第17条の２第４項に規定する認定地方活力向上地域等特定業

務施設整備計画（以下「認定地方活力向上地域等特定業務施設整備計画」という。）に従って同号に規

定する特定業務施設（以下「特定業務施設」という。）を新設し、又は増設した同項に規定する認定事

業者（以下「認定事業者」という。）に対する固定資産税の課税免除及び不均一課税に関し必要な事項

を定めるものとする。 

  

（課税免除の適用） （課税免除の適用） 

第２条 法第５条第18項の規定により同条第１項に規定する地域再生計画（同条第４項第５号に規定する

地方活力向上地域等特定業務施設整備事業に関する事項が記載されたものに限る。）が公示された日（以

下「公示日」という。）から令和８年３月31日までの間に、法第17条の２第３項の規定に基づき、同条

第１項に規定する地方活力向上地域等特定業務施設整備計画の認定を受けた認定事業者であって、当該

認定を受けた日から同日の翌日以後３年を経過する日まで（同日までに同条第６項の規定により当該認

定を取り消されたときは、その取り消された日の前日まで）の間に、地方活力向上地域内において、当

該認定を受けた認定地方活力向上地域等特定業務施設整備計画に従って、特定業務施設及び特定業務児

童福祉施設のうち当該特定業務施設の新設に併せて整備されるものの用に供する減価償却資産（所得税

法施行令（昭和40年政令第96号）第６条第１号から第７号まで又は法人税法施行令（昭和40年政令第97

号）第13条第１号から第７号までに掲げるものに限る。）でその取得価額の合計額が3,800万円（租税特

別措置法（昭和32年法律第26号）第10条第８項第６号に規定する中小事業者、同法第42条の４第19項第

７号に規定する中小企業者及び法人税法（昭和40年法律第34号）第66条第６項に規定する中小通算法人

にあっては、1,900万円）以上のもの（以下「特別償却設備」という。）を新設し、又は増設したものに

ついて、当該特別償却設備である家屋又は構築物及び償却資産並びに当該家屋又は構築物の敷地である

土地（公示日以後に取得したものに限り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して１

年以内に当該土地を敷地とする当該家屋又は構築物の建設の着手があった場合における当該土地に限

る。以下「特別償却設備等」という。）を法第17条の２第１項第１号に掲げる事業の用に供した後にお

いて、当該特別償却設備等に対して課する固定資産税は、最初に固定資産税を課すべきこととなる年度

（以下「課税初年度」という。）以降３年度間に限り、その課税を免除する。 

第２条 法第５条第18項の規定により同条第１項に規定する地域再生計画（同条第４項第５号に規定する

地方活力向上地域等特定業務施設整備事業に関する事項が記載されたものに限る。）が公示された日（以

下「公示日」という。）から令和６年３月31日までの間に、法第17条の２第３項の規定に基づき、同条

第１項に規定する地方活力向上地域等特定業務施設整備計画の認定を受けた認定事業者であって、当該

認定を受けた日から同日の翌日以後３年を経過する日まで（同日までに同条第６項の規定により当該認

定を取り消されたときは、その取り消された日の前日まで）の間に、地方活力向上地域内において、当

該認定を受けた認定地方活力向上地域等特定業務施設整備計画に従って、特定業務施設の用に供する減

価償却資産（所得税法施行令（昭和40年政令第96号）第６条第１号から第７号まで又は法人税法施行令

（昭和40年政令第97号）第13条第１号から第７号までに掲げるものに限る。）でその取得価額の合計額

が3,800万円（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第10条第８項第６号に規定する中小事業者、同法

第42条の４第19項第７号に規定する中小企業者及び法人税法（昭和40年法律第34号）第66条第６項に規

定する中小通算法人にあっては、1,900万円）以上のもの（以下「特別償却設備」という。）を新設し、

又は増設したものについて、当該特別償却設備である家屋又は構築物及び償却資産並びに当該家屋又は

構築物の敷地である土地（公示日以後に取得したものに限り、かつ、土地については、その取得の日の

翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋又は構築物の建設の着手があった場合にお

ける当該土地に限る。以下「特別償却設備等」という。）を法第17条の２第１項第１号に掲げる事業の

用に供した後において、当該特別償却設備等に対して課する固定資産税は、最初に固定資産税を課すべ

きこととなる年度（以下「課税初年度」という。）以降３年度間に限り、その課税を免除する。 
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奥州市過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の適用に伴う固定資産税の課税免除に関する条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（課税免除の適用） 

第２条 市町村計画に記載された産業振興促進区域において、法第２条第２項の規定による公示の日（以

下「公示日」という。）から令和９年３月31日までの間に、当該市町村計画において振興すべき業種と

して定められた租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第12条第４項の表の第１号の中欄又は第45条第

３項の表の第１号の中欄に掲げる事業の用に供する設備で、同法第12条第４項の表の第１号の下欄又は

第45条第３項の表の第１号の下欄の規定の適用を受けるもののうち、取得価額の合計額が次に掲げる事

業の区分に応じそれぞれ次に定める額以上のもの（以下「特別償却設備」という。）の取得等（租税特

別措置法施行令（昭和32年政令第43号）第28条の９第10項第１号の資本金の額等（以下「資本金の額等」

という。）が5,000万円を超える法人にあっては、新設又は増設に限る。以下同じ。）をした者につい

て、当該特別償却設備である家屋及び償却資産並びに当該家屋の敷地である土地（公示日以後において

取得等をしたものに限り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土

地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合における当該土地に限る。）に対して課する固定資

産税は、事業の用に供した後において最初に固定資産税を課すべきこととなる年度以後３年度内に限

り、その課税を免除する。 

(1)・(2) 略 

２ 略 

（課税免除の適用） 

第２条 市町村計画に記載された産業振興促進区域において、法第２条第２項の規定による公示の日（以

下「公示日」という。）から令和６年３月31日までの間に、当該市町村計画において振興すべき業種と

して定められた租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第12条第４項の表の第１号の中欄又は第45条第

３項の表の第１号の中欄に掲げる事業の用に供する設備で、同法第12条第４項の表の第１号の下欄又は

第45条第３項の表の第１号の下欄の規定の適用を受けるもののうち、取得価額の合計額が次に掲げる事

業の区分に応じそれぞれ次に定める額以上のもの（以下「特別償却設備」という。）の取得等（租税特

別措置法施行令（昭和32年政令第43号）第28条の９第10項第１号の資本金の額等（以下「資本金の額等」

という。）が5,000万円を超える法人にあっては、新設又は増設に限る。以下同じ。）をした者につい

て、当該特別償却設備である家屋及び償却資産並びに当該家屋の敷地である土地（公示日以後において

取得等をしたものに限り、かつ、土地については、その取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土

地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合における当該土地に限る。）に対して課する固定資

産税は、事業の用に供した後において最初に固定資産税を課すべきこととなる年度以後３年度内に限

り、その課税を免除する。 

(1)・(2) 略 

２ 略 

 


